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第１回庄内南部地区合併協議会専門小委員会第二小委員会 会議録 
 

○日  時  平成１５年６月７日（土）午後３時０４分～ 

○場  所  朝日村中央生涯学習施設すまいる 多目的研修室 

○次  第 

１ 開    会 

２ 委員長及び副委員長の選出について 

３ あ い さ つ 

４ 説    明 

   「庄内南部地区の現状」について 

５ そ  の  他 

６ 閉    会 
 
○出席委員 
役職名 区  分 氏  名 役職名 区  分 氏  名 

委員長 鶴岡市議会議員 本城 昭一 委 員  鶴岡市･識見を有する者 竹内 峰子

副委員長 温海町議会議長 佐藤甚一郎 委 員 羽黒町･識見を有する者 高橋  澤

委 員  藤島町議会議員 押井 喜一 委 員 櫛引町･識見を有する者 長南 源一

委 員  櫛引町議会議員 遠藤 純夫 委 員 朝日村･識見を有する者 田村 作美 

委 員  三川町議会議員 須藤 栄弘 委 員 温海町･識見を有する者 佐藤喜久子 

 
○欠席委員  なし 
 
○出席専門部会員 
役  職  名 氏  名 役  職  名 氏  名 

 部会長 阿部 恒彦  部会長 村田 久忠 

 副部会長 芳賀 一弥  副部会長 成田  進 住民生活 

部  会 
 消防防災分科会長 佐藤 丈彦 

教育部会 

 管理・学校教育分科会長 板垣 隆一 
 部会長 白井 宗雄    健康福祉 

部  会  副部会長 工藤 秀敏    

 
○出席事務局職員 
役  職  名 氏  名 

調査計画主幹 斎藤 雅文 

 調査計画主査 今野 勝吉 

 調査計画主査 鈴木金右エ門 

 主事 伊藤 弘治 
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１ 開  会（午後３時０４分） 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 ただ今から、第１回の第二小委員会を開会いたします。

私、合併協議会事務局の斎藤と申します。委員長及び副委員長が選出されますまでの

間、進行を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 
 
２ 委員長及び副委員長の選出について 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 それでは、こちらの次第に沿って進めてまいりますけ

ども、２番目の委員長及び副委員長の選出についてでございますが、協議会の専門小

委員会設置要綱第４条におきまして、委員長及び副委員長は、委員の互選により定め

るとしております。委員長及び副委員長につきまして、ご意見等ございませんでしょ

うか。 
 
○長南源一委員 議会の議員の方が適任と考えますことから、鶴岡市の本城昭一委員、

温海町の佐藤甚一郎委員を推薦いたします。 
 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 ただ今、長南委員さんから委員長に鶴岡市の本城昭一

委員さん、副委員長に温海町の佐藤甚一郎委員さんということでご推薦がございまし

たが、いかがでございましょうか。 
 
  （「異議なし。」という声あり） 
 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 それでは、委員長には本城委員さん、副委員長には佐

藤委員さんにご就任いただくことになります。 
 
３ あいさつ 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 先ほど申しました専門小委員会設置要綱におきまして、

委員長が会議の議長となると定めておりますので、本城委員長さんには議長席におつ

きいただき、ごあいさつをお願いいたします。 
 
○本城昭一委員長 ただ今皆様のご推薦により委員長に就任しました鶴岡市議会の本城

昭一でございます。よろしくお願い申し上げます。 
前回、３月の協議会において専門小委員会が設置されたわけでありますが、きょう

が初会議ということであります。専門小委員会の設置要綱によりますと、小委員会は、

協議会から付託された事項及び専門部会における協議事項等について調査または審議

するとなっているわけであります。今後、合併協議会の協議が具体的な事項に入って

いくにしたがいまして、専門小委員会で協議すべき事項は相当のものになると考えら

れますが、課題ごとに必要な議論を十分に行ないながら、庄内南部地区の合併に資す

るような協議を進めてまいりたいと願うところでございます。これから小委員会はか
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なりの頻度で開催されることと思いますが、委員の皆様方のご理解とご協力をよろし

くお願い申し上げます。 
 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 ありがとうございました。それでは、次第に沿いまし

て会議の進行をよろしくお願いいたします。 
 
４ 説  明 
   「庄内南部地区の現状」について 
○本城昭一委員長 それでは、次第の４の説明「庄内南部地区の現状」についてに入り

たいと思います。趣旨につきまして、事務局より説明をお願いします。 
 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 それでは、これから皆様にご説明いたします「庄内南

部地区の現状」の作成の趣旨についてご説明させていただきます。既に皆様には送付

させていただいたところでございますが、先ほど委員長からもお話がございましたけ

れども、こちらの専門小委員会では住民生活部門、健康福祉部門、教育部門の合併協

定項目の調整とか新市の建設計画の策定などについて、これからご審議をいただくよ

うになるわけでございます。先ほど協議会でも庄内南部地区全体の説明もあったわけ

でございますが、こちらのほうにつきましては、所管する部門の庄内南部地区の現状

とこれから出てきます課題について、皆様から共通のご理解をいただきたく、合併協

議会の各専門部会が、担当分野における現状と課題を統計データなどにより概要をま

とめたものでございます。これから住民生活部会、健康福祉部会、教育部会からそれ

ぞれの分野の概要についてご説明をいたします。時間は質問の時間を含めまして３時

５０分頃までということでよろしくお願いいたしたいと思います。 
 
○本城昭一委員長 ただ今事務局から趣旨について説明がございました。直ちに各専門

部会から資料に基づいた説明をお願いしたいと思います。最初に住民生活部会、お願

いいたします。 
 
○阿部恒彦住民生活部会長 住民生活部会長をしております鶴岡市市民部長の阿部と申

します。よろしくお願いいたします。南部地区の現状について資料に基づきましてご

説明を申し上げます。住民生活部会では、目次に記載のとおり五つの分科会を設けて

おりますが、それぞれ住民生活に特に関わりが深いと思われる項目、１４項目を取り

上げたものでございます。順次ご説明申し上げます。 
初めに戸籍・住民記録の整備と窓口業務の状況についてですが、人口については１

ページと２ページの表のとおり、７市町村それぞれ減少しておりまして、また、高齢

化が進んでおります。住民記録や窓口業務については、４ページに記載の外国人の大

幅な増加に伴う複雑な事務処理、あるいは住基ネット等を含めまして、全国の自治体

とともに適正に対応できる体制が求められているものでございます。 
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  次に住民自治組織でありますが、５ページの表のとおり、各市町村とも組織が形成

されております。組織形態の違いはありますが、これまでの歴史や地域特性を踏まえ、

ともに支え合う地域コミュニティの構築が重要と考えております。 
  続いて７ページの住民相談でありますが、相談件数が増加してきておりまして、こ

うした増加する件数に対応できる体制づくりが課題となっています。 
  １０ページの斎場、いわゆる火葬場の使用状況ですが、件数も増加傾向でありまし

て、対象エリア、火葬炉の配置を今後検討していくものと考えているところでござい

ます。 
  税収入と国保の状況につきましては、１１ページから１３ページに記載をしており

ますが、税収入については県全体よりも南部地区の落ち込みが大きくなっていまして、

一層の適正な課税と収納率の向上に努める必要がありますし、国保につきましては、

各市町村とも被保険者の増加、高齢化が進んでおります。医療給付費の増大とあいま

って、財政がより厳しさを増してきております。中央のほうでは、市町村国保の保険

者、保険者というのは市町村でありますけれども、保険者の統合も取りざたされてお

りますが、こうした動きを見ながら、なお一層の安定運営が課題となっているもので

ございます。 
  次に一般廃棄物の処理状況について、１４ページにお示ししておりますが、これま

で分別収集あるいはごみの減量化などに取り組んできた結果、昨年度には減少に転じ

たものであります。今後ともごみの総量抑制、再使用、再生利用の推進に努めること

が重要課題と考えているものでございます。 
  １５ページの環境施策につきましては、各市町村とも条例等を制定しておりまして、

こうした条例等に基づきまして環境保全に取り組んでおります。地域の環境状況を把

握しながら、地域特性を踏まえた施策の推進なり住民意識の高揚を図ることが求めら

れているものと考えております。 
最後に消防防災関係について、ご説明いたします。地域防災計画は、それぞれ各市

町村ごとに作成済みでありますが、地域事情の変化、また近く公表が予定されており

ます地震の被害想定などに基づきまして、早晩、計画の修正が出てくるものでありま

す。 
防災行政無線につきましては、情報伝達を統制するために、近い将来における無線

の統合が課題となっているものでございます。 
次に消防団でありますが、全体的に高齢化しておりまして、団員の確保が大きな課

題となっているものでございます。消防ポンプ自動車、消防水利に関しましては、適

正な配備と水利の整備に努める必要があると考えております。 
救急業務につきましては、救急車の配備、また、救急救命士の養成など救命率の向

上対策が課題となっているものでございます。 
以上、住民生活部会の南部地区の現状をかいつまんでご説明いたしました。よろし

くお願い申し上げます。 
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○本城昭一委員長 それでは次に健康福祉部会、お願いします。 
 
○白井宗雄健康福祉部会長 健康福祉部会長を務めさせていただいております鶴岡市の

健康福祉部長の白井と申します。どうぞよろしくお願いいたします。あと健康福祉部

会では、副部会長の三川町の工藤秀敏福祉課長も出席しておりますのでご紹介します。 
  私のほうから、順次資料に基づきましてご説明をさせていただきます。最初に健康

分科会では、少子高齢化が進展する中で乳幼児期、成人期、高齢期の各ライフステー

ジにおける現状と健康づくり対策の状況についてご説明申し上げます。 
１ページをご覧いただきたいと思います。初めに乳幼児の健康づくり支援の状況と

いうことであります。庄内南部地区におけます出生数、出生率、合計特殊出生率は、

平成１０年から平成１３年までの４年間の推移で見ますと、年々減少している市町村

と微増した町があります。庄内南部地区全体では、４年間で２％減少し、昭和４０年

代以降減少化傾向が続いております。少子化が続く中、丈夫で健全な子供を生み育て

るように、乳幼児健診や予防接種等の各種の事業を通して、医師や保健師等が子育て

環境づくりを支援している状況にあります。 
  次に２ページをご覧ください。幼児健診における歯科健診で３歳児のむし歯の有病

率は少しずつ減少していますが、まだまだ本県及び南部地区でも一部の町を除き高く

なっております。全妊婦に対して無料の妊婦健診受診券を発行いたしまして、若い世

代の経済負担を軽くして、出産に対する支援を行なっているものです。一方、妊婦の

リスク保有数の推移における表及びグラフでは、近年１０代や未婚で妊娠する者が都

市部を中心に増加しておりますので、出産に結びつくように助産師等が訪問指導を行

なっております。結婚しない女性が増えることなどが少子化の一因になっております

が、妊娠期以降には、確実な出産と子育て不安の解消を図るなど個別支援を行なって

おります。しかし、少子高齢化が進む中にあって、核家族化や労働環境の変化等多く

の要素が関わりますので、関係機関や団体と連携する中、抜本的な対策に取り組むこ

とが重要となっております。 
 次に３ページをご覧いただきたいと思います。成人の健康づくり対策の状況であり

ます。基本健康診査受診状況では、庄内南部地区の市町村別受診率と４０歳から６４

歳と６５歳以上の年齢別で区分した表とグラフで表しております。約８０％前後の住

民が人間ドック等の健診事業を通して疾病の早期発見、早期治療に効果を上げており

ます。 
 次に４ページをご覧ください。基本健診の結果、生活習慣病の危険因子である糖尿、

高血圧、高コレステロールの異常を抱える住民が増えてきている現状にあります。こ

の危険因子を抱える者が若年化し、働き盛り期の早世や日常生活を制約される者が増

えてきております。これまでも健診結果に基づいた健康教室や健康づくり事業を実施

しまして、自己管理能力を高め、健康は自分でつくるという意識の高揚を啓発してお

りますが、生活習慣改善を要する人が減少していない状況から、食生活改善とか運動

習慣づくりを取り入れた実践活動を含めた事業展開の強化が必要となっております。
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このように健康な人の育成に取り組むために、医師会、保健師、栄養士、運動支援団

体等との一層の連携を図るともに、専門家のマンパワーの育成と自覚的に健康づくり

に取り組むサークル等の育成支援を推進していく必要があると考えております。 
次に５ページをご覧いただきたいと思います。高齢者の健康づくり対策の状況であ

ります。がんや脳血管疾患、心臓病などの生活習慣病を原因とする死亡者数、死亡要

因割合は男性が５２８．７人、女性が４４４人、合計で９７２．７人でありまして、

男性６１．７％、女性５７．８％、全体で約６０%を占めております。がんによる死
亡者数が男女とも最も高くなっております。高齢期における健康づくり対策の一つと

して、高齢者インフルエンザ予防接種事業を実施するほか、生活体力づくりや転倒予

防、痴呆予防の介護予防教室を各市町村が開催しているところであります。 
続きまして６ページをご覧いただきたいと思います。老人医療費の１人当たりの推

移を表にまとめたものです。度重なる地域診療報酬改定が影響して、大変不規則な動

きをしております。本県の老人医療費は全国的には長野県に次いで低い水準にありま

して、県平均より庄内南部は若干低く推移していることを示したデータであります。

今後の推移を見守っていく必要があると考えております。より若いときから積極的に

健康づくりをする住民を支援する必要があり、現在健康づくりの専門集団として保健

師４３名、栄養士４名、助産師、看護師、健康運動指導士、その他必要に応じ雇用す

るなど事業展開を図っております。今後、大学や研究機関の協力等もいただきながら

積極的に関係部局との一層の連携を取りながら、元気住民を育成して健康寿命の延伸

を図っていくことが必要となっております。 
 次に福祉分科会の関係を説明申し上げます。福祉分科会については、担当分野の障

害福祉、地域福祉、生活保護、社会福祉協議会について南部地区の状況等をご説明い

たします。 
最初に身体障害者の状況について申し上げます。７ページになります。①に市町村

ごとの身体障害者手帳所持者数を示していますが、全体としてこの数は増加の傾向に

あります。また１４年度の所持者６，５２１人については、この内訳を見ますと表②

が等級別・年齢階層別に分けたものですが、０歳から１７歳は児童、１８歳から６４

歳までは身障者、６５歳以上は高齢者という分け方で、等級は１級がもっとも重く、

以下６級までの数字が大きくなるほど軽くなります。表の横のグラフを見ていただく

とおわかりのように、奥の隅に行くほど高くなっており、高齢化するほど障害も重度

化していることがわかります。また、③で障害の種類ごとの比較も出しましたが、肢

体不自由の占める割合がほぼ６割で、その中でも高齢者の占める割合が非常に高いこ

とがわかります。身体障害者福祉については多くの高齢者が重度肢体不自由者である

ことから、一面で高齢者介護施策と重複して進めなければならない課題も多いわけで

すが、障害者福祉の視点からは、介護以外の課題、それぞれの障害の種類や特性に応

じた施策の充実、誰もが地域社会の一員として暮らすことができる地域づくりを目指

すノーマライゼーション理念の実現や社会参加の推進が大変重要な課題となっており

ます。 
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 次に８ページをご覧いただきたいと思います。知的障害者の状況ですが、知的障害

者の方に交付される療育手帳の交付状況を見ますと、⑤のグラフでおわかりのように

身体障害者と違って１８歳から６４歳の層が大部分を占めております。また表⑦の鶴

岡公共職業安定所管内の障害者雇用の状況をご覧いただくと、法定雇用率を下回る障

害者雇用率、障害者の求職者数に比べ求人はゼロとなっていることなど、障害者雇用

の状況の厳しさが伺えます。このように知的障害者福祉では、身体障害者と違って成

壮年層が多いことから、介護よりも自立した生活を送るための生活支援が大きな課題

となっているところであります。 
 次に９ページをご覧ください。障害者の在宅福祉の状況でありますが、居宅生活支

援の柱であります障害者へのホームヘルパー派遣については、鶴岡市においては毎年

５０％という大幅な増加を続けております。また知的障害者デイサービスも鶴岡市に

１０事業所があることから、鶴岡市のサービス提供割合が高くなっております。本年

度から始まった支援制度は利用者本位の契約に基づく制度でありますので、今後こう

した在宅生活支援のためのサービス需要は増加するものと予想されまして、その提供 
基盤の整備が大きな課題であります。 
次に１０ページは精神障害者の状況であります。精神障害者の施策は、昨年度県か

ら市町村に委譲されたものでありますが、全国的に見て他の障害に比べて福祉施策の

整備が遅れていると言われている分野であります。グラフを見ておわかりのように、

精神障害者保健福祉手帳所持者は医療機関のある鶴岡市に多い状況です。また表⑫の

庄内保健所が把握しております精神障害者の数でも鶴岡市が多くなっておりますが、

人数的にはすべての市町村で増加しております。鶴岡市には生活支援センターやグル

ープホームなどの施設があり、また精神障害者へのホームヘルパー派遣事業を実施す

るなど精力的に頑張っているところですが、国では今後、長期入院患者の社会復帰促

進政策を進めることとされているようですので、地域でこうした精神障害者を支える

仕組みづくりやサービスメニューの開発を進めることが、これからの大きな課題とな

っております。 
 次に１１ページをご覧いただきたいと思います。これは庄内南部地域の障害者福祉

施設を列挙してありますが、地域的に障害者の絶対数が多い鶴岡市に集中している傾

向が見られます。 
 次に１３ページをご覧いただきたいと思います。地域福祉を支えていただいている

民生児童委員の設置状況を載せてあります。表⑯のように１人の民生委員が担当する

世帯数に大きな開きがあり、市部は町村に比べて担当世帯数が多く、地域の詳細な情

報を把握しにくい傾向にあると思われます。 
次に１４ページをご覧いただきたいと思います。生活保護の状況です。生活保護に

関しては需給世帯数、保護率とも鶴岡市が突出して高い状況であります。⑲の保護率

の推移を見ますと、鶴岡市での上昇が顕著となっておりますが、全国的にも近年の不

況や雇用情勢の悪化などにより特に給与所得者への影響が大きく、都市部での保護率

の上昇が目立っております。 
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 １５ページをご覧いただきたいと思います。社会福祉協議会の状況であります。社

会福祉協議会は、社会福祉法において地域福祉を実現するための団体と位置付けられ

ておりまして、各市町村の地域福祉活動を中心的に支えている組織であります。しか

しそれぞれの社協は、表のとおり介護保険事業や保育園運営事業などを実施している

ところもあれば、そうでないところもあり、実施事業や職員数、予算規模などに大き

な相違があります。社会福祉法では１市町村には一つの社会福祉協議会しか認められ

ておりませんので、市町村が合併すれば社会福祉協議会も一つに合併しなければなら

ないことになっております。 
 続きまして高齢者福祉分科会ということで、最初に高齢化の状況であります。１６

ページです。ご覧のとおり庄内南部地区でも高齢化が進んでおりまして、上段のグラ

フをご覧いただきますと平成５年から１４年までの１０年間の人口は庄内南部地区で

４，１３９人減少しておりますが、高齢者人口は８，５５０人増加しておりまして、

若年人口は１２，６８９人の減少となっております。下段の左のグラフでは、１０年

間の人口に対する高齢者の割合の動きを見ておりますが、特に高齢化率が高いのは温

海町の３０．５５％、朝日村の２９．０６％となっております。またこの１０年で高

齢化の進み方が早いところは、温海町で７．６８ポイントの上昇、三川町や羽黒町で

は６．７ポイント程度の上昇となっております。下段右のグラフは平成１４年の人口

が平成５年に対してどの程度の割合で減少したか、また高齢者人口はどの程度増加し

たかを見たものですが、ご覧のように人口減少率が最も高い温海町では高齢者人口の

増加率が少なく、最も人口減少率が少ない鶴岡市では高齢者増加率が最も高いという

ことで、ちょうど逆の相関になっていることがおわかりいただけるかと思います。今

少し精査が必要かと存じますが、おそらくこれは南部地区の人口移動が高齢者を伴っ

て起きているのではないだろうかと推測いたしております。このように人口の減少と

高齢者人口の増加は、福祉分野のみならず南部地区に様々な影響を及ぼしているもの

と考えられます。 
 次に要介護者の状況であります。高齢化が与える最も大きな課題は介護問題であり

ますが、南部地区での要介護者の状況は、次のページで見ております。上段のグラフ

は、介護保険が始まってからの保険認定を受けられた方の人数であります。ご覧のよ

うに南部地区で平成１２年４月の４，１３６人から、平成１５年４月には５，９８３

人となっておりまして１，８４７人の増加を見ております。人数的には鶴岡市が圧倒

的に多いということになりますが、中段の表に認定率とありますが、これは高齢者人

口に占める要介護者認定の割合でございます。平成１５年度では鶴岡市が１６．１４％、

藤島町と朝日村では１５％前後と高いようでございます。下段のグラフはこの３か年

の高齢者人口の増加数と要介護者の増加数を比較したものでございますが、藤島町、

朝日村では人口増加数よりも要介護者の増加数が多いという、非常に早いスピードで

増加いたしております。このように増加する要介護者への対応と要介護者をつくらな

いという介護予防が課題となっているところであります。 
 次に介護サービスの利用状況であります。次のページをお開き願いたいと思います。
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こういった要介護者に対する受け皿としての介護サービスですが、上段のグラフは要

介護者のサービス利用状況でございます。平成１５年度では在宅サービスをご利用の

方は３，９２１名、施設サービスをご利用の方は１，０６１名となっております。施

設サービスには定員がございますので顕著な伸びは見られず、主に要介護者の増加は

居宅サービスが吸収しております。また認定を受けてもサービスを利用されない方が

１，０００人程度おられることがおわかりいただけると思います。中段の表は各市町

村のサービス事業者数を見ております。下段のグラフは平成１３年度の各市町村の高

齢者１人当たりにならした在宅サービスの費用額と施設サービスの費用額を、県平均

と比較したものでございますが、横軸は在宅費用額、縦軸は施設費用額となっており

ます。ご覧のように施設費用は県平均より低く、在宅費用は高い傾向にあることがお

わかりいただけると存じます。温海町は施設費用が高い状況となっております。地理

的な条件ももちろんございますが、今後要介護者の増加の受け皿の整備に当たっては

施設、在宅のバランスに配慮していく必要があるのではないかと考えております。 
次に要介護者の増加予測ということで、こうした要介護者は今後どの程度増加して

いくのかということについて、次のページの上段で見ていただきたいと思います。各

市町村が作成いたしました第２次介護保険事業計画によりますと、平成１９年段階で

は７，３３８人に達すると予想されておりまして、これは介護保険開始時の１２年４

月は４，１３６人でありましたが、約１．８倍になるという数字でございます。サー

ビス基盤の整備とともに、どのように効果的で効率的なサービス提供に努めるか、ま

たこの増加をどのように抑止するかが緊急の課題となっております。 
 それから、５番のひとり暮らし、高齢者のみの世帯の状況であります。下段をご覧

いただきたいと思います。要介護者だけでなく日常生活に何らかの支障が生じやすい

ひとり暮らしや高齢者だけの世帯も増加する状況にあります。ご覧のように平成５年

から１４年までの間に、ひとり暮らし世帯は１．６４倍、高齢者のみ世帯は２倍に増

加しております。こうした世帯が安心して日常生活を送れるよう、各種の生活支援サ

ービスの開発や地域での支え合いの活動を促していく必要があると考えております。 
 元気な高齢者の活動の状況であります。これまで要介護者、またそのリスクの高い

方々の状況についてご説明申し上げましたが、大多数の高齢者は元気に日々過ごして

おられます。こうした方々に生きがいを持って過ごしていただくことが大事なことで

あろうと考えております。福祉分野での代表的なプログラムであります老人クラブと

シルバー人材センターの活動について見ましたものが、次のページにございます。老

人クラブについては、上段右のグラフのように年々加入率が落ちていることがおわか

りいただけると思います。一方、シルバー人材センターでは、１２年度以降町村での

組織化が進んだことがあり、近年大幅な伸びを示しております。高齢者の活動はこの

二つに限ったものではないことは当然のことでありますが、こうした動きは様々な活

動の場を求め、また生涯現役でありたいと願う元気な高齢者の志向が反映されている

のではなかろうかと思います。今後要介護、要援護高齢者への対策とともに、元気高

齢者のための生涯学習、生涯スポーツ、趣味活動などを含め、多様なプログラムや活
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動の場を提供していくことが必要となっております。 
 それから最後に、社会児童分科会ということで庄内南部地区の現状についてご説明

申し上げます。最初に少子化の進展状況でありますが、２１ページの資料のとおり年

少人口は年々減少の一途をたどっておりまして、平成７年に高齢者人口と年少人口の

割合が逆転し、平成１４年では年少人口の割合が１４．７％まで低下し、高齢者人口

の割合２５．１％と比較して、１０．４ポイントも下回っております。合計特殊出生

率では平成１３年で１．６７人と全国平均の１．３３人より高い水準にありますが、

人口維持に必要な２．０８人を下回る状況が続いております。出生数においてもこの

１６年間で年間約５００人減少し、人口の少子高齢化が急速に進行していることが伺

えます。近年の少子化の主な原因として、生活様式や価値観の多様化に伴い晩婚化、

未婚化の進行、仕事と子育ての両立に対する不安感の増大などが考えられますが、い

ずれにいたしましても地域社会の活性化を図るために、安心して子供を生み育てられ

る社会環境の整備、子供たちが夢と希望を持ち、たくましく育つ環境づくりの推進を

図っていく必要があるのではないかと考えております。 
 次に２２ページの関係で、就学前の児童の保育状況ですが、平成１５年５月現在で

就学前児童数が８，００５人、うち４，８８２人が保育園、児童館、認可外保育施設、

幼稚園等の施設に入所しておりまして、施設入所率が６１％で、在宅で保育をされて

おります児童が３，１２３人で３９％となっております。年齢別の資料は掲載してお

りませんが、概ね０歳が１０％、１歳が２０％、２歳が３０％、３歳が８０％、四、

五歳がほぼ１００％施設に入所している状況にあります。このような状況であります

が、低年齢児を中心に在宅等で保育している家庭が、首都圏に比較しましてまだ多い

ことから、その支援の充実を図ることが求められております。 
 次に保育所の状況でありますが、資料の２３ページのとおり、施設数は４２か所、

定員は２，８６０人で、今年５月現在で２，９６５人が入所しておりますが、入所率

では１０３．７％になっております。幸い待機児童は発生しておりませんが、施設に

よっては上限ぎりぎりまで入所をさせているところもありますし、また老朽化してい

る施設があり、計画的な施設整備が求められているところであります。それから特別

保育事業として住民の多様な保育ニーズに対応し、かなりの保育所で乳児保育、早朝

保育、延長保育に取り組んでいるところでございます。 
 次に放課後児童クラブの状況でありますが、２４ページのとおり朝日村を除いてす

べての市町に設置されております。今年５月現在で１５施設、５８３人が利用してい

る状況にあります。なお、南部地区の小学校数が４３校ありますので、今後の住民ニ

ーズを把握しながら未設置箇所について検討する必要があると思います。 
最後に、母子、父子、寡婦世帯の状況でありますが、２５ページのとおり、南部地

区全体で母子世帯が８６８世帯、父子世帯が１８２世帯、寡婦世帯が９２８世帯、合

計１，９７８世帯となっておりまして、全世帯に占める割合が４．２３％になってい

ます。今後こうした世帯が増加することが予想され、児童扶養手当の支給、母子寡婦

福祉資金の貸付等による経済支援を図るとともに、自立に向けた就労支援の充実を図
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る必要があるのではないかと考えているところです。 
以上が健康福祉部会の現状での課題であります。 

 
○本城昭一委員長 それでは次に教育部会、お願いします。 

 
○村田久忠教育部会長 教育部会長を仰せつかっております鶴岡市教育次長の村田と申

します。よろしくお願いいたします。教育部会には、管理・学校分科会、社会教育分

科会、それにスポーツ分科会の三つの分科会があります。 
１ページをお開きください。初めに１の小学校の現状についてでございますが、３

ページ、４ページに小学校の児童数の推移の資料を載せております。平成１５年度現

在、小学校の総数は４３校、分校２校であります。２年後の平成１７年度、５年後の

２０年度の予測児童数を記載しておりますが、児童数は各市町村とも今後減少傾向に

あるということで、２年後は３６８名減、５年後は８７６と書いておりますが、訂正

をお願いしたいと思いますが、８６７名減の予想となっております。５ページ、６ペ

ージに小学校の学級数の表を載せておりますが、平成１５年度現在、通常学級３６１

学級、うち複式学級１３学級、特殊学級２９学級であり、複式学級は分校を含め４５

校中７校で１３学級であります。課題といたしましては、児童数の減少により、５年

後の平成２０年度には全校児童６０人以下の学校が分校を除きまして１１校となり、

複式学級が増加することが予想されます。 
  ２の中学校の現状についてですが、７ページに中学校生徒数の推移の表がございま

す。１５年度現在中学校総数は１２校であり、学校規模は１６０名から８００名まで

であります。課題としては、生徒数は各市町村とも今後減少傾向にあるということで、

２年後２８９名減、５年後５８０名減の予想となっております。平成１５年度の中学

校の学級数につきましては、８ページにありますが、１校当たり６学級から２５学級

までとなっております。 
  ２ページの３の公立幼稚園の現状についてでございますが、９ページに公立幼稚園

の現状の表が載っておりますけども、公立幼稚園の設置数は鶴岡市３園、羽黒町４園、

三川町１園の計８園となっております。 
１０ページをお開きください。社会教育施設等設置状況についてでございますが、

公民館、図書館、社会教育関連施設、芸術文化、コミュニティセンター、文化財の六

つに分けて、全体としては４６４の施設となっております。 
（１）の公民館等につきましては、中央公民館、地区公民館、自治公民館の三つに

分かれておりますが、中央公民館につきましては他の施設と兼務されているものもあ

りますが、７館と一つの分館がございます。１１ページの地区公民館につきましても、

他の施設と兼務されているものも８館ありまして、全体では中央公民館併設も含めま

すと１８館となっております。自治公民館につきましては、３８９館となっておりま

す。課題といたしましては、それぞれに特徴があることから、施設機能や運営のあり

方などの整理が必要と考えております。 
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（２）の図書館等につきましては、独立した図書館が３館、他の施設の中に図書室

を置いているところが３か所あります。次のページで図書館の未設置地区の分館設置

等が課題と考えております。 
（３）の社会教育関連施設につきましては、それぞれで特徴がありますが、児童施

設３館、青少年施設２館、女性施設１館、視聴覚施設１館、他の施設３館の計１０の

施設があります。課題といたしましては、専門施設としての機能強化と存続の必要性、

施設利用拡大の検討を挙げております。 
（４）の芸術文化につきましては、施設は鶴岡市文化会館１館でありますが、事業

として芸術祭は各市町村で開催されており、それぞれに支援措置があります。また、

各市町村に芸術文化協会が設立されております。特色ある施策展開といたしましては、

藤島町で文化財団、鶴岡市で文化振興基金を設けています。１３ページの芸術文化協

会・芸術祭の現状につきましては、芸術文化協会加盟団体数は２３５団体、会員数は

６，７１１人、芸術祭参加団体数は１６９団体、参加人数は９，１８８人となってお

ります。課題といたしましては、舞台芸術活動拠点施設の機能強化、質の高い鑑賞機

会の提供などを挙げております。 
（５）のコミュニティセンター等につきましては、２２館ございます。 
（６）の文化財につきましては、７市町村で指定文化財が４８８とここに記載して

おりますが、次のページの表で国の指定、県の指定、市町村指定の合計が４７２とあ

ります。４７２が正しい数字でございますので、４８８を消して４７２にご訂正をお

願いいたします。７市町村で指定文化財が４７２件、埋蔵文化財包蔵地５７８か所と

なっており、指定文化財、埋蔵文化財とも鶴岡市、羽黒町で全体の６割を占めており

ます。１４ページのその他関係施設で、教育委員会が直営しているものは、表に記載

の６施設でございます。 
１５ページのスポーツ分科会関係でございますが、初めに１の体育施設の設置状況

についてですが、１６ページ、１７ページに施設ごとに一覧表にして載せております。

体育・レクリエーション専用施設は７６施設で、そのうち教育委員会が所管している

施設数は５８となっており、体育館、多目的グランドが多い状況にあります。全市町

村が設置している施設は体育館のみであり、次いでテニスコート、多目的グランドが

６市町村に設置されております。教育委員会が所管する施設の平成１３年度の利用者

数は、１１１万６７７人で、小中学校体育施設開放の利用者数４５万９，０７７人を

加えますと１５６万９，７５４人となっております。施設別では、体育館の利用者が

４９万８，０１９人と最も多くなっています。課題といたしましては、広域に所在す

る施設の適正な管理運営方法についての検討が必要と考えております。 
１８ページをお開きください。２の生涯スポーツ推進団体の状況についてでござい

ますが、スポーツ振興法によるスポーツ振興審議会の設置は５市町であり、体育指導

員の数は全体で１３４人となっており、また全市町村に体育協会があり、加盟団体は

競技団体を中心に全体で１４７団体となっております。各市町村のスポーツ少年団本

部に登録しているスポーツ少年団の総数は１７３団であり、団員数３，９８４人、指
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導者数８４９人となっております。 
２０ページの３の生涯スポーツ振興事業の実施状況についてでございますが、次の

ページから市町村ごとに事業の実施状況を表にしておりますが、生涯スポーツ振興の

ための行事は、各市町村で年間を通し数多く実施されております。事業の実施につき

ましては、教育委員会直営のものと体育協会等に委託しているものなど、運営方式に

違いは見られますが、その内容を見ますと複数の市町村で同種の事業が行なわれてい

る現状にあります。 
以上でございます。 
 
○本城昭一委員長 ありがとうございました。説明は以上のようですが、５０分までと

いうのは何かあるのでしょうか。 
 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 この後ですが、議会議員の定数等検討小委員会が４時

１０分からということで、先ほど協議会を開催しました大集会室で開催される予定と

なっておりますので、その時間に間に合わせていただけるようにお願いしたいと思い

ます。 
 
○本城昭一委員長 今、事務局からご説明がありましたように次の会があるということ、

今の説明もかなりスピード豊かに進められたわけでありますけれども、にわかに質問

というのもなかなか出てこないと思います。しかしここでご質問がございましたらお

聞きしたいと思います、いかかでしょうか。 
 
５ そ の 他 
○本城昭一委員長 それでは、ご質問等も現段階ではございませんので、事務局にお返

しします。 
 
○斎藤雅文事務局調査計画主幹 それでは先ほどご説明いたしましたように、４時１０

分から先ほどの大集会室で議員の皆さんにつきましては、議会議員定数等検討小委員

会がございますのでよろしくご出席のほうをお願いいたします。 
 
６ 閉   会（午後３時５４分） 
○本城昭一委員長 それでは、これで本日の第二小委員会を終了させていただきます。

ご苦労様でした。 
 


